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平成28年6月27日、8月25日　子ども・子育て支援法第61条第7項の規定に基づき「子ども・子育て会議」を開催

平成28年7月1日から8月1日まで　同法第61条第8項の規定に基づきパブリックコメントを実施

平成28年9月23日　子ども・子育て支援法第61条第10項の規定に基づき、計画の変更を北海道へ提出

事　　　項

　平成26年度に策定しました北広島市子ども子育て支援プランについて、保育等の需要に係る実績
が、策定時の計画値を上回っているため、人口推計の見直しを行い、平成29年度以降の計画値を変
更しました。

放課後児童健全育成事業（学童クラブ）における
量の見込みおよび提供体制の確保方策

妊婦健康診査、乳児家庭全戸訪問事業（赤ちゃん
訪問事業）の量の見込みおよび提供体制の確保
方策

教育・保育の量の見込みおよび提供体制の確保
方策

児童数の推計値

内　　　容



平成28年9月20日変更箇所

１　子ども・子育て支援新制度の概要

第５章　子ども・子育て支援事業計画

合計

11歳

10歳

　推計にあたっては、平成22年～25年の住民基本台帳人口に基づき、コーホート法変化率
により推計していました。平成29年度以降については、平成28年までの住民基本台帳人口

及び市における定住促進施策の展開等による状況を考慮し、変更します。
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  ■小学生児童数の推計値
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（３）児童数の推計値

  ■就学前児童数の推計値
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３　教育・保育の需要量および確保方策

○ 教育・保育提供区域ごとに、計画期間の「幼児期の学校教育・保育の量の見込み」、「量の
見込み」に対応する教育・保育施設および地域型保育事業による提供体制の確保方策および
実施時期を定めます。
　なお、平成29年度以降については、平成28年度当初までの利用状況及び市における定住
促進施策の展開等に伴う状況を踏まえ、「量の見込み」及び確保方策を変更します。

１号認定（3～5歳）
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30年度

平成
31年度

過不足 490 518

確保方策（提供定員総数） 1,220 1,220 1,220

量の見込み（必要利用定員総数） 730 720

２号認定（3～5歳）
平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

量の見込み（必要利用定員総数） 459476 447451455

過不足 -29 1

確保方策（提供定員総数） 428 447 460

62-2

453453453

３号認定（1･2歳）
平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

確保方策（提供定員総数） 188 194 199

量の見込み（必要利用定員総数） 197205 255 254 253

245 245 245

過不足 -11 2 -10 -9

確保方策（提供定員総数） 74 89 101

３号認定（0歳）
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量の見込み（必要利用定員総数） 99103

過不足 -14 2

≪確保方策と考え方≫

教育（１号認定）については、量の見込みが提供定員を下回っており、確保方策は必要ない
と考えられます。
　保育（２号・３号認定）については、計画策定当初は、各年齢で量の見込みが提供定員を
超えていました。平成29年度以降は、1・2歳児で量の見込みが提供定員を超えており、提
供体制の確保が必要ですが、量の見込みが減少傾向にあることから、全体を見越した確保方
策が必要と考えられます。
　認可保育所、認定こども園または特定地域型保育事業における施設の確保等により、平成
27年度、28年度および29年度において定員を増加する提供体制の確保を目指します。
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確保方策（提供定員総数） 690 730 760
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　現状で対応可能と考えられることから、現状を維持し、引き続き事業を行います。

確保
方策

実施体制（人／年）

実施機関 健康推進課

286 275

≪確保方策と考え方≫

309 293 281

平成
27年度

平成
28年度

量の見込み[実人数]（人／年）

　現状で対応可能と考えられることから、現状を維持し、引き続き事業を行います。

（４）乳児家庭全戸訪問事業（赤ちゃん訪問事業）

○ 生後2か月までの乳児のいるすべての家庭を保健師が訪問しています。親子の健康状態

と育児状況や養育環境などの確認や助言を行い、子育てに関する情報提供等を行ってい

ます。

また、産後うつ病、虐待リスクの早期対応のためのアンケートを実施しています。

量の見込みは、各年度で見込んだ0歳児全数としました。

平成
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275 281293309286

４　地域子ども・子育て支援事業の提供

量の見込み[実人数]（人／年）

量の見込み[健診回数]（回／年） 3,850

○ 量の見込みの人数は、各年度で見込んだ0歳児全数を、健診回数は出生者数×1人あたり

14回（1人あたり受診回数の最大可能回数）としてそれぞれ算出しました。

（３）妊婦健康診査事業

○ 妊娠中の異常を早期に発見し、適切な医療につなげ、母子の健康増進を図るため妊婦健
康診査費を助成します。受診票を発行することで費用負担の軽減を図り、定期受診を促
し、妊婦の健康と胎児の発育を守ります。

○ 本市では、妊婦一般健康診査受診票を14回分、超音波検査受診票を6回分発行していま

す。また、必要な方には、妊婦精密健康診査受診票を発行します。
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妊婦一般健康診査（14回）、超音波検査（6回）、妊婦
精密健康診査（必要時）

母子健康手帳交付時に受診票を発行

275

≪確保方策と考え方≫
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実施場所

実施体制（人／年） 286 275
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（１１）放課後児童健全育成事業（学童クラブ）

○ 保護者が就労、疾病その他の理由により昼間家庭にいない小学生を対象に、適切な遊びや生活
の場を提供し、児童の健全育成を図る事業です。
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○ 本市では、市内の小学校に通学する1年生から3年生までの児童を対象に、全8小学校区で実

施しています。

量の見込みの推計にあたっては、ニーズ調査結果と併せて、現在入所している児童の保護者を

対象に、詳細な利用希望を把握するためのアンケート調査を行い、独自の方法で推計を実施し

ました。

○

量の見込みは、ニーズ調査による量の見込みを、アンケートによる結果を用いて補正した数値

としました。

　なお、平成29年度以降の推計にあたっては、平成28年度当初までの利用状況および市にお

ける定住促進施策の展開等に伴う状況を踏まえ、独自の方法で推計を実施しました。

○

○ 高学年児童の受け入れについては、平成27年度は4年生まで、平成2８年度は５年生まで、平

成2９年度は全学年とする形で段階的に拡大していきます。

開所時間の拡大など、事業内容の充実を図ります。
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≪確保方策と考え方≫

合　計

確保方策 645 686

量の見込み（実人数）

西部小学校区

量の見込み（実人数）

確保方策 86 111

確保方策 84 84
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量の見込み（実人数）
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102

85

46

50 50

42

87

83

量の見込み（実人数）

確保方策 64 80
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61量の見込み（実人数）

確保方策

確保方策

90 93 94

94 94 94

103 99

　施設規模に基づく定員の拡大と学校の余裕教室や公共施設の活用、民間施設の借上げ等によ
り施設を確保し、定員の拡大を図ります。東部小学校区と西部小学校区については、施設を確
保し、大曲小学校区、双葉小学校区については、施設の確保を検討していきます。また、平成
29年度以降の推計を踏まえ、西の里小学校区においても、施設の確保を検討していきます。

西の里小学校区

大曲小学校区

90 90

量の見込み（実人数）北の台小学校区

確保方策

69 69
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625

大曲東小学校区

量の見込み（実人数）

確保方策

量の見込み（実人数）双葉小学校区

東部小学校区 量の見込み（実人数）


